





























Construction of a sustainable society ( Ⅱ ) 
－ LNG combined cycle power generation － 
－Inevitability of the shift to natural power sources from fossil energy － 
－ Ocean photovoltaic power generation base － 
KUSANO  Kiyonobu
Abstract
The author proposes construction of de-nuclear power generation and CO2-free society based on an ocean 
photovoltaic power generation base. We can build this base for the period of 33.6 years and an amount of 
approximately 100 trillion yen. Because it takes a long period of 33.6 years, a technology that could reduce CO2 
and substitute nuclear power generation is necessary.  It has made clear that LNG combined cycle generation 
takes the role.  Even if the 25% reduction is possible with CO2 by introduction of this LNG combined cycle power 
generation and energy-saving technology compared to 1990, the author showed that the 80% reduction could be 
never accomplished 
Furthermore, the author propose Minami Torishima ocean photovoltaic power generation base. Based on a theory 
of solar diurnal motion, the author calculated the receiving light energy, generation electricity and multiplication 
electric energy of solar cell.   It has made clear that we can serve generation facilities ability 282,000,000kW （2010） 
of Japan under the assumption that the base area is 12700km2.
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2 ．「電気エネルギー」の現状  
電気エネルギーの需要と設備能力の推移をみる。図
1 は2006年から2010年までの需要電力の変遷を示して
いる。また、図 2 と図 3 には同時期の電気事業者の設
備能力と自家発電の設備能力の変遷が書き込まれてい




kW）、31.39% （3290.3kW）そして8.08％ （846.7万 kW）













ようである。実際、それぞれ、 7 月 1 日と 7 月21日に大





























た 8 月18日（木）に記録し、4922万 kW であった。前
年度実績（ 7 月23日（金）、最高気温35.7度、最大電力
5999万 kW）を1077万 kW 下回った。東京電力管内の
様々の部門の様々な省エネの取り組みの成果である。
その内訳は大口需要家600万 kW、小口需要家400万 kW





























う。表 1 に示す火力発電6315.8万 kW の燃料を使えば、
次の電力を生みだすことができる。 
















































































は744万 kW（=42×17.72、柏崎刈羽原発821万 kW に
匹敵）である。それは玄海原発の6.31倍（=744/118）
の発電能力である。 








めの費用ではない。全火力設備能力は 1 億3,507万 kW
であるから、その更新費用は次のように計算できる。
（1.3507×108（kW）/（4.2×105（kW）））×250億円
= 8 兆400億円 
第3-3節で述べたが、火力発電の分担電力は8,049.1万


























図 6 　LNG コンバインドサイクル発電機
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備能力は 1 億463.8万 kW （=8049.1×1.3）でよい。その
更新費用は次のようにやや少なめになる。 
（1.04638×108（kW）/（4.2×105（kW）））×250億











LNG コンバインドサイクル発電の工期は最短で 1 ～
2 年、通常 3 年とされている。東京電力は、2012年 1












出力82万 kW（=42×2）の敷地面積は6万 m2 （6ha）で
ある。これに対して、東北電力女川原発（出力217.4
万 kW）の敷地面積は170ha、東京電力の福島第一原発
（出力469.6万 kW）のそれは350ha である。LNG コン
バインドサイクル発電所の敷地面積がいかに少なくて
済むか、これらの数値で実感できる。





















24×365=2.090×108 （t）であるから、 2 億900万トンと
なる。これだけの CO2が毎年排出され続ける。 






















発生時に生ずる CO2の排出量を示したのが表 4 であ
る。図 7 は10電力会社での火力発電電力量の構成比の
推移を表している。石炭：LNG：石油の比が 3 ： 6 ：







































出 量 は、 2 億 5,310 万 ト ン（=1.791 ×（4.502/3.186）
=2.531）である。4 億5,020万トンとの差である 1 億9,710
図 7 　火力発電電力量構成比の推移（10電力会社合計）19）
表 4 　変換効率40%のとき発生する CO2の量（億トン）




エ ネ ル ギ ー 変 換 効 率 を 仮 想 的 に 100 % に 引 き 上
げたときの排出量は、 1 億7,720万トン（=1.254×












































日本は COP15コペンハーゲン会議（2009年12月 7 日
～12月15日）に1990年比25%削減で臨んだ。それは排
出量を 7 億9,430万トン（=10.591×0.75）とすることで












図 9 　日本の CO2排出量と部門別割合（2008）23）











6 ．80%以上の CO2削減を目指して 
1990年比 CO2 80%削減を2050年までに目指すとすれ






















定している。さらに、台風の襲来数も年に 1 ～ 2 回で
あって父島の半分程度である。東京から南鳥島までは
































































を15%とすると、 5 億1,000万 kW の電力が得られる。
この数値は常に快晴と仮定したときのものである。
実際にはその 6 割とすれば、 3 億600万 kW となる。こ
れは2010年度の自家発電を含めた日本の発電設備能力
である 2 億8,200万 kW にほぼ一致する30）。
9 ．南鳥島での太陽電池の出力電力と積算電力量 
本節では具体的な太陽電池にまで掘り下げた議論を




（μ = 0 度、ν =60度、T0=0.8）
図18　2013年各月22日の受光エネルギー
（μ = 0 度、ν =80度、T0=0.8）
図19　2013年 6 月22日の南鳥島での受光エネルギー密度と
累積電力量（μ = 0 度、ν =80度、T0=0.8）
図20　2013年12月22日の南鳥島での受光エネルギー密度と


















4 億8000万 kW である。
実際にはその 6 割とすれば、2 億8,800万 kW となる。
これは、前節で述べたように、2010年度の自家発電を






面積12,700 （km2）である基地からは概算では 2 億7,400
万 kW（=1（kW/m2）×1.27×1010（m2）×0.18×0.12）


























図21　2012年 6 月22日における太陽電池モジュール 1 枚の
出力電力と積算電力量（μ = 0 度、ν =80度、T0=0.8）
図22　2012年12月22日における太陽電池モジュール 1 枚の
出力電力と積算電力量（μ = 0 度、ν =80度、T0=0.8）















⑵ 　42万 kW 一基の設備更新費用は250億円程度で
あって安価である。 
⑶ 　工期は 2 ～ 3 年程度と短く、敷地面積も一基当
たり 2 ～ 3 ha で済む。
この LNG コンバインドサイクル発電で4,950万 kW
の原発設備能力を置き換えるための更新費用は 2 兆
9,470億円である。また、全火力設備能力 1 億3,507万
kW のそれは 8 兆400億円である。この事業は10電力会
社が10年計画で取り組めば無理なく実施できる。 














第 6 節では次のことが明らかになった。 
⑴ 　火力発電の効率改善を前提にしては、1990年比
CO2 80%削減を達成できない。 















3 億600万 kW であるから、2010年度の自家発電を含め











東日本大震災データ集 , 東日本大震災の人的被害 
2） http://www.shinsaihatsu.com/data/110311economy.html 　







5） 草野清信：持続可能な社会の建設（その 2 ）―未来社会 水
素社会への道―,, 日本科学者会議第18回総合学術研




術研究集会予稿集 ,C-5-3 （2012、岡山） 
7） 資源エネルギー庁、 2010年度「電力調査統計」 
8） 資源エネルギー庁公益事業部・電気事業連合会編『電気事
業30年の統計』，（1982） より作成 
9） 東京電力 TEPCO ニュース プレスリリース：今夏の電力需
給状況について  （2011/9/26） 
10） 日本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット編 :：「エネル
ギー・経済統計要覧」, p.213,  （財）省エネルギーセン
タ （ー2012） 
11） NPO 法人 地球環境と大気汚染を考える全国市民会議
（CASA）: CASA 緊急提言 原子力発電に依拠せず
に25％削減は可能 ～「CASA2020モデル（Ver.3）」











14） 増田善信：「原発ゼロ」は今すぐにでも可能 , 日本の科学者 







み、三菱重工技報 , Vol,45, No.1, pp.12-14 （2008） 
17） 東京電力 TEPCO ニュース プレスリリース：千葉火力発電
所ガスタービン発電設備のコンバインドサイクル化に
ついて . さらなる供給力確保と環境負荷低減に向けて . 
（2012/1/6） 
18） 日本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット編 ：「エネル




タ （ー2012）  から作成 
20） Donella H. Meadows, Dennis L. Meadows, Jorgen Randers, 
and William W. Behrens III ：The Limits to Growth", 






22） 環境省：平成23年度版環境統計集 第 2 章地球環境 温室
効果ガス排出 2.6 大気中の CO2濃度と人為的排出量、 
（2011） 




脱原発・CO2 フリー社会の建設事業へ , 日本科学者会
議東北地区会議 第22回東北地区シンポジウム資料集 
（2011年10月22日 , 青森市） 
25） 草野清信：3.11大震災によって海水面下にある農地の復興
事業から脱原発・CO2フリー社会の建設事業へ , 日本
の科学者 , Vol.47, No.5, pp.40-46 （may 2012） 
26） 若生康二郎 編：地球回転 ,  恒星社厚生閣（1979） 
27） 長沢 工 著：日の出・日の入りの計算 ,  地人書館（1999） 
28） 天文ガイド編 ：太陽観測 ,  誠文堂新光社 （2009） 
29） Fritz Kasten and Andrew T. Young : Revised optical air 
mass tables and approximation formula,  Applied 
Optics, Vol.28, pp.4735-4738 （1989） 
30） 日本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット編：「エネル
ギー・経済統計要覧」,pp195, . 省エネルギーセンター
（2012）
（平成24年 9 月28日受理）
持続可能な社会の建設（Ⅱ）
